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狭義の招集通知

証券コード　3657

（発送日）2026年４月８日

（電子提供措置の開始日）2026年４月１日

株 主 各 位

東京都新宿区西新宿二丁目４番１号

代表取締役社長 橘 　 鉄 平

【当社ウェブサイト】
https://www.phd.inc/ir/stock/meeting/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/3657/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第17回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第17回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し

上げます。
本株主総会の招集に関しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提

供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の各ウェブ
サイトに「第17回定時株主総会招集ご通知」として掲載しておりますので、以下
のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げま
す。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）に「ポール
トゥウィンホールディングス」又は「コード」に当社証券コード「3657」を入
力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」
にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日のご出席に代えて、書面（郵送）又はインターネット等により議決
権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のう
え、2026年４月22日（水曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいますよ
うお願い申し上げます。

敬　具
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狭義の招集通知

１．日 時 2026年４月23日（木曜日）午前10時

（受付開始は午前９時30分を予定しております）
２．場 所 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号

新宿NSビル 30階 NSスカイカンファレンス ホールＡ・Ｂ
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第17期（2025年２月１日から2026年１月31日まで）事業報

告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査

等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第17期（2025年２月１日から2026年１月31日まで）計算書

類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件
４．招集にあたっての決定事項

（１）ご返送いただいた議決権行使書において、各議案につき賛否の表示を
されない場合は、賛の表示があったものとしてお取り扱いいたしま
す。

（２）インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に
行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

（３）書面（郵送）及びインターネット等の両方で議決権行使をされた場合
は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお
取り扱いいたします。

     

※株主総会にご出席くださる株主様とご出席が難しい株主様の公平性等を勘案し、お土産

を廃止させていただいております。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙

を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。

◎なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイ

トにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎書面交付請求をされた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送り

いたしますが、当該書面は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、次に掲げる事項

を除いております。

① 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」

② 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

したがいまして、当該書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が

会計監査報告を、監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一

部であります。
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議決権行使のご案内

株主総会にご出席される場合

本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さい。

日 時

　
2026年４月23日（木曜日）

午前10時（受付開始：午前９時30分）

書面（郵送）で議決権を行使される場合

本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご

表示のうえ、ご返送ください。

行使期限

　
2026年４月22日（水曜日）

午後６時到着分まで

インターネット等で議決権を行使される場合

パ ソ コ ン 又 は ス マ ー ト フ ォ ン か ら 議 決 権 行 使 ウ ェ ブ サ イ ト

（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアクセスし、本招集ご通知とあわせ

てお送りする議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パス

ワード」をご入力いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

行使期限

　
2026年４月22日（水曜日）

午後６時入力完了分まで

議決権行使についてのご案内

議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

書面（郵送）及びインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット
等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネ
ット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行
使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法

「スマート行使」

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使ウェブサイ

トにログインすることができます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。

議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC向けサイトへア
クセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パスワード」
を入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本
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議決権行使のご案内

議決権行使コード・パスワードを

入力する方法

議決権行使

ウェブサイト
https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

議決権行使書用紙に記載された

「パスワード」をご入力ください。
3

「パスワード」

を入力

実際にご使用になる

新しいパスワードを

設定してください

「登録」をクリック

議決権行使ウェブサイトに

アクセスしてください。
1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された

「議決権行使コード」をご入力

ください。

2

「議決権行使コード」

を入力

「次へ」をクリック

以降は画面の案内に従って賛否

をご入力ください。
4

※操作画面はイメージです。

パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用できない場
合があります。

インターネットによる議決権行使に関するお問い合せ 機関投資家の皆様へ

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

 0120-768-524
（受付時間　年末年始を除く９：00～21：00）

機関投資家の皆様に関しましては、本総会に

つき、株式会社ICJの運営する「議決権電子

行使プラットフォーム」から電磁的方法によ

る議決権行使を行っていただくことも可能で

す。
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当事業年度の事業の状況

( 2025年２月１日から
2026年１月31日まで )

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は、雇用・所得環境が改善する中、

各種政策の効果もあって緩やかな回復が続くことが期待される一方、依然

として先行きには不透明感が残る状況となりました。世界経済に目を向け

ると、米国では金融政策の転換時期を巡る不確実性が続き、欧州では地政

学リスクの長期化に伴うエネルギー価格の変動が企業活動に影響を与えま

した。アジア地域においては、中国経済の減速が鮮明となり、製造業を中

心に需要の弱含みが見られるほか、昨今の中東情勢や米国の通商政策の動

向など、金融資本市場の変動には引き続き十分注意する必要があります。

このような経済状況のもとで、当社グループにおいては、顧客のサービ

スやプロダクトのライフサイクルの企画、開発、リリース、運用、改善の

工程（サービス・ライフサイクル）において、品質コンサルティング、ゲ

ームデバッグ、ソフトウェアテスト、環境構築・移行サポート、モニタリ

ング、カスタマーサポート、不正対策、BPRサポート等を提供するサービ

ス・ライフサイクルソリューション事業をグローバルで推進しておりま

す。当連結会計年度においては、PTW International Holdings Limitedで

は３月に、Side International Holdings Limitedへの社名変更並びに同

グループ各社の社名及びブランドを「Side」に統一することを発表し、営

業・マーケティング効率及び認知度の向上を図っております。また、メデ

ィア・コンテンツ業務からの撤退を発表し、６月に株式会社HIKE及びその

連結子会社グループをMBOにて株式譲渡し、８月に株式会社アクアプラス

及びその連結子会社を株式会社ユークスに株式譲渡しました。９月に、ポ

ールトゥウィン株式会社では都内２拠点を移転・統合し、秋葉原第二セン

ターを開設、１月に、Side International Holdings Limitedでは台湾に

おいて新スタジオを開設するなど、事業の拡大に向けて積極的に取り組ん

でまいりました。業績については、国内ソリューション及び海外ソリュー

ションにおいて増収となりました。費用については、メディア・コンテン

ツ業務からの撤退によって収益構造の改善を進めると同時に、海外ソリュ

ーションにおける一時的な減収に機動的に対応するべく事業整理費用が発
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当事業年度の事業の状況

生した他、国内ソリューションにおけるソフトウェアテスト・開発の受注

を強化するための営業体制作りやプロモーション費用が発生しておりま

す。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高48,837,730千円（前期比

6.5％減）、営業損失238,516千円（前期は786,509千円の利益）、経常損失

508,193千円（前期は756,060千円の利益）、特別損失として減損損失

3,060,244千円を計上した結果、親会社株主に帰属する当期純損失

3,479,626千円（前期は692,472千円の損失）となりました。

業務の種類ごとの業績は、次のとおりであります。

（国内ソリューション）

当業務では、国内子会社において、ゲーム市場向けには、デバッグ、

カスタマーサポート、ローカライズ、海外進出支援に関するサービス提

供を行っております。Tech市場向けには、ソフトウェアテスト、環境構

築、サーバー監視、データセンター運営、キッティングに関するサービ

ス提供を行っております。Ｅコマース市場向けには、モニタリング、カ

スタマーサポートに関するサービス提供を行っております。Nintendo 

Switch 2 関連業務及び、堅調な国内ゲーム市場における工数単価の上

昇によって売上高が増加いたしました。

この結果、国内ソリューションの売上高は25,904,945千円（前期比

5.3％増）となりました。

（海外ソリューション）

当業務では、主に在外子会社において、デバッグ、ローカライズ、音

声収録、カスタマーサポート、製品開発サポート、グラフィック開発に

関するサービスを行っております。当連結会計年度においては、海外の

ゲーム業界の環境が持ち直し、音声収録などが増加したことなどによる

新規連結寄与や円安効果によって売上高が増加いたしました。

この結果、海外ソリューションの売上高は20,792,883千円（前期比

2.7％増）となりました。
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当事業年度の事業の状況

（メディア・コンテンツ）

当業務では、主に国内子会社において、「IP360°展開」を主軸にアニ

メ制作、ゲームパブリッシング、グラフィック開発、マーケティング支

援、バリアフリー字幕・音声ガイド制作に関するサービスを行っており

ます。事業の選択と集中により、第２四半期及び第３四半期に株式譲渡

を実施したことで売上高が減少いたしました。

この結果、メディア・コンテンツの売上高は2,139,901千円（前期比

71.1％減）となりました。

② 設備投資の状況

当連結会計年度中において当社グループが実施した設備投資の総額は

775,178千円であります。

その主なものは、拠点整備・移転、業務用機材・ソフトウェアの取得等

であり、国内ソリューション業務で285,632千円、海外ソリューション業

務で484,839千円、メディア・コンテンツ業務で4,441千円の設備投資を行

っております。

③ 資金調達の状況

当連結会計年度中において当社グループが実施した資金調達は、主に当

社における運転資金の短期借入れによる収入600,000千円であります。

④ 重要な企業結合等の状況

当社の連結子会社である株式会社MIRAIt Service Designは、2025年２

月１日付で当社の連結子会社である株式会社MSDホールディングスを吸収

合併し、2025年５月１日付で株式会社SynXに商号変更いたしました。

また、2025年６月24日開催の取締役会において、メディア・コンテンツ

業務からの撤退を決議し、同日付で株式会社HIKEの全株式を譲渡するとと

もに、同年８月29日付で株式会社アクアプラスの全株式を譲渡いたしまし

た。
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財産及び損益の状況

区 分
2023年１月期 2024年１月期 2025年１月期 2026年１月期

(当連結会計年度)

売 上 高(百万円) 39,929 46,724 52,225 48,837

経 常 利 益
（△は損失）

(百万円) 2,689 525 756 △508

親会社株主に
帰属する当期
純 利 益
（△は損失）

(百万円) 795 △1,920 △692 △3,479

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益
（△は損失）

(円) 21.18 △53.27 △19.58 △98.41

総 資 産(百万円) 27,459 24,436 28,441 22,328

純 資 産(百万円) 17,693 13,441 12,445 8,422

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) 473.76 379.97 351.75 238.08

(2) 財産及び損益の状況

（注）在外子会社の収益及び費用の本邦通貨への換算方法は、従来、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算しておりましたが、2025年１月期より期中平均相場により円貨に換算する方

法に変更したため、2024年１月期については、当該会計方針の変更を反映した遡及修正後

の数値を記載しております。なお、2023年１月期以前に係る累積的影響額については、

2024年１月期の期首の純資産額に反映させております。

－ 9 －



2026/03/26 16:37:26 / 25286729_ポールトゥウィンホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

対処すべき課題、重要な子会社の状況

(3) 対処すべき課題

① 収益性の回復・再成長

当社グループは、当連結会計年度までの４年間を「再編期」と位置づ

け、AI技術の発展をはじめとする事業環境の大きな変化に対応すべく、事

業ポートフォリオの見直しや収益基盤の再構築に取り組んでまいりまし

た。これらの取り組みは多くの先行投資を伴うものであり、その結果、再

編期の最終年度である当連結会計年度までの３期にわたり、親会社株主に

帰属する当期純損失を計上することとなりました。

翌期においては、これまで進めてきた事業構造改革の効果が収益性の改

善として表れる見込みであり、親会社株主に帰属する当期純利益の計上を

目指しております。当社グループが「再成長期」へ移行したことを株主の

皆さまに実感いただけるよう、引き続き収益性の向上と持続的な成長の実

現に取り組んでまいります。

② 成長領域への集中投資

当社グループの「サービス・ライフサイクルソリューション事業」は、

サービスやプロダクトの企画・開発・リリース・運用・改善の各工程にお

いて、品質コンサルティング、ゲームデバッグ、ソフトウェアテスト、環

境構築・移行支援、モニタリング、カスタマーサポート、不正対策、BPR

支援等を提供しており、国内ソリューション、海外ソリューション、メデ

ィア・コンテンツの３つの業務で構成されております。当連結会計年度に

おいては、メディア・コンテンツ事業からの撤退を決断し、一定規模の売

上高が剥落した一方、損失の発生は最小限に抑制いたしました。

主力である国内ソリューションでは、成熟した国内ゲーム市場において

築いてきた高い参入障壁を維持しつつ、安定的な収益基盤を確立しており

ます。今後は、成長余地の大きいTech分野において、FoodTechやFinTech

等の特定領域で強みを生かした事業展開を進めてまいります。

海外ソリューションにおいては、ｅスポーツの浸透やグローバルIPのロ

ーカライズ需要の高まりを背景に、市場規模の大きいゲーム分野を中心に

事業拡大を図ってまいります。

このように、「工程」「地域」「分野」の３軸で成長戦略を推進す

る“３次元的成長”の実現に向け、投下資本利益率（ROIC）が資本コスト

（WACC）を上回る投資を実施するとともに、従来の労働集約型ビジネスか

ら脱却し、AI技術を中心に据えた知識集約型のビジネスモデルへの転換を

実現することで、事業価値の向上を図ってまいります。
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対処すべき課題、重要な子会社の状況

③ 継続的な株主還元の強化

当社グループは、安定的かつ継続的な累進配当を原則とし、「総還元性

向30％以上」、「DOE3％下限」を基本方針としております。DOEによる下限

設定により、各期の利益に左右されない安定的な配当を確保しつつ、利益

に連動した株主還元を実現してまいります。

親会社株主に帰属する当期純損失の計上が続いたことから、当連結会計

年度までの３年間は１株当たり16円の配当を維持してまいりました。今後

は、収益性の回復・再成長を前提に、株主還元の充実に取り組み、企業価

値の向上を図ってまいります。

④ 「攻め」の事業成長を支える「守り」の管理体制強化

当社グループは、経営資源の効率的活用によるダウンサイドシナジーの

創出と、子会社間連携によるクロスセル等のアップサイドシナジーの発揮

を、継続的な課題として認識しております。

2023年１月期に主要子会社３社の合併を実施したことを皮切りに、成長

基盤の再構築を進めてまいりました。当連結会計年度においては、海外ソ

リューションのリブランディング、国内ソリューションの子会社異動を行

う等、事業基盤の強化を推進し、これらの取組により、当社グループは

「攻め」と「守り」の両面で将来の事業成長を支えるために必要な組織体

制を継続的に整備してまいりました。さらに、期末後となる2026年２月１

日付でグループ本社機能の強化を目的とする組織再編を実施し、同年３月

１日付でリスクマネジメント委員会を設置いたしました。今後も、事業及

び経営管理強化のための人材獲得、類似サービス・類似子会社の統合、事

業シナジー創出が見込まれるM&Aや資本業務提携に取り組み、グループ全

体の持続的成長を支える体制を構築してまいります。

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

ポールトゥウィン
株 式 会 社

30百万円 100％

ゲームデバッグ
カスタマーサポート
ソフトウェアテスト
モニタリング　等

(4) 重要な子会社の状況

① 重要な子会社の状況

（注）当社の連結子会社は、上記の重要な子会社を含む計39社であります。

② 当事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。
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主要な事業内容、主要な事業所

業 務 業 務 内 容

国内ソリューション
（ 国 内 子 会 社 ）

ゲーム分野：ゲームデバッグ、カスタマーサポート、ローカライ
ズ、海外進出支援
Tech分野：ソフトウェアテスト、環境構築、システム開発
Ｅコマース分野：モニタリング、カスタマーサポート

海外ソリューション
（主に在外子会社）

ゲームデバッグ、ローカライズ、音声収録、カスタマーサポー
ト、製品開発サポート、グラフィック開発

メディア・コンテンツ
（ 国 内 子 会 社 ）

バリアフリー字幕・音声ガイド制作、バリアフリーコンサルティ
ング、映画配給

(5) 主要な事業内容（2026年１月31日現在）

当社グループはサービス・ライフサイクルソリューション事業を行ってお

り、顧客のサービスやプロダクトのライフサイクルである企画、開発、リリ

ース、運用、改善の各工程における課題に応じたソリューションサービスを

提供しております。なお、サービス・ライフサイクルソリューション事業

は、以下の３つの業務に区分しております。

(6) 主要な事業所（2026年１月31日現在）

① 当社　東京都新宿区

② 主要な子会社の事業所

ポールトゥウィン株式会社

新宿オフィス　　　：東京都新宿区

札幌センター　　　：北海道札幌市中央区（３拠点）

仙台センター　　　：宮城県仙台市青葉区

秋葉原センター　　：東京都千代田区

秋葉原第二センター：東京都台東区

モバイルセンター　：東京都新宿区

名古屋センター　　：愛知県名古屋市中区

北九州センター　　：福岡県北九州市小倉北区　ほか
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従業員の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項

業 務 従 業 員 数

国 内 ソ リ ュ ー シ ョ ン 1,481（3,785）名

海 外 ソ リ ュ ー シ ョ ン 1,457（1,028）名

メ デ ィ ア ・ コ ン テ ン ツ 8（   42）名

全 社 （ 共 通 ） 7（    4）名

合 計 2,953（4,859）名

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

7（4）名 1名減（-） 48.7歳 6.4年

(7) 従業員の状況（2026年１月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

（注）１. 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員（契約社員、アルバイト等を含む）は（ ）

内に年間の平均人員数を外数で記載しております。

２. 「全社（共通）」の従業員数は、当社の管理部門等の人員数であります。

３. 当社グループは、「サービス・ライフサイクルソリューション事業」の単一セグメン

トであるため、業務区分別の従業員数を記載しております。

４．「メディア・コンテンツ」の従業員数が前連結会計年度末に比べ297名（臨時従業員

が61名）減少したのは、同業務からの撤退によるものであります。なお、同業務の期

末従業員数はPalabra株式会社の従業員数であり、翌連結会計年度は国内ソリューシ

ョンに含めて表示する予定であります。

② 当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員（契約社員、アルバイト等を含む）は（ ）内

に年間の平均人員数を外数で記載しております。

借 入 先 借 入 金 残 高 （ 千 円 ）

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,300,000

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 3,300,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,000,000

(8) 主要な借入先（2026年１月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

① 発行可能株式総数 112,000,000株

② 発行済株式の総数 38,156,000株（自己株式2,795,751株を含む）

③ 株主数 9,839名（前期末比2,777名増）

株 主 名 持 株 数 持株比率

千株 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,136 11.7

松本 公三 2,280 6.4

橘 民義 2,000 5.7

本重 光孝 1,966 5.6

合同会社ミツタカ 1,950 5.5

CEP LUX-ORBIS SICAV 1,627 4.6

橘 鉄平 1,214 3.4

津田 哲治 693 2.0

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 634 1.8

BNPパリバ証券株式会社 612 1.7

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2026年１月31日現在）

④ 大株主

（注）１．当社は、自己株式2,795千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外して

おります。

２．持株比率は自己株式を除外して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（2026年１月31日現在）

該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。
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会社役員の状況

会 社 に お け る
地 位

氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長 橘 　 民 義

代表取締役社長 橘 　 鉄 平
Side International Holdings Limited 
Chairman
株式会社SynX 取締役

取 締 役 津 田 哲 治

取 締 役 山 内 城 治

取 締 役 志 村 和 昭 ポールトゥウィン株式会社 代表取締役COO

取 締 役 松 本 公 三
POLE TO WIN VIET NAM JOINT STOCK COMPANY
代表取締役社長

取 締 役 本 重 光 孝

取 締 役 デボラ・カーカム Side International Holdings Limited CEO

取 締 役 筒 井 俊 光
ジーピーシー株式会社 代表取締役
MJTキャピタル株式会社 代表取締役

取 締 役 小 林 　 睦
株式会社デジタルアイデンティティ 取締役
株式会社ピース 取締役

取 締 役
（監査等委員）

白 井 久 明 弁護士（京橋法律事務所）

取 締 役
（監査等委員）

岡 本 英 明

Modern Metrology Solutions 代表
三井E＆Sシステム技研株式会社
　シニアアドバイザー
サイバー・フィジカル・エンジニアリング
技術研究組合技術委員会 委員
日本３Dプリンティング産業技術協会 理事

取 締 役
（監査等委員）

宮 田 彰 彦

株式会社AMA 代表取締役社長
さざれキャピタルマネジメント株式会社
　マネージングディレクター
株式会社エヌジェイホールディングス
　社外取締役

取 締 役
（監査等委員）

清 水 夏 子

弁護士（清水・新垣法律事務所）
株式会社RS Technologies
　社外取締役（監査等委員）
メディアスホールディングス株式会社
　社外取締役（監査等委員）

(3) 会社役員の状況

① 取締役の状況（2026年１月31日現在）

（注）１. 取締役筒井俊光氏、取締役小林睦氏、取締役（監査等委員）白井久明氏、取締役（監

査等委員）岡本英明氏、取締役（監査等委員）宮田彰彦氏及び取締役（監査等委員）

清水夏子氏は社外取締役であります。

２．当社は取締役筒井俊光氏、取締役小林睦氏、取締役（監査等委員）白井久明氏、取締

役（監査等委員）岡本英明氏、取締役（監査等委員）宮田彰彦氏及び取締役（監査等

委員）清水夏子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

に届け出ております。
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会社役員の状況

３．取締役（監査等委員）宮田彰彦氏は、30年以上にわたり国内株式投資業務に従事し、

投資先企業の財務状況や事業計画の精査、企業価値評価、資本政策の分析等を継続的

に行ってまいりました。また、投資先企業の経営陣に対し財務戦略や業績改善策に関

する助言を行ってきた経験を通じ、財務及び会計に関する相当程度の知見を有してお

ります。

４．当社は、監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、従業員２名を監査

等委員会の事務局に選定し、監査等委員会の運営や情報収集のサポートに努めている

ため、常勤の監査等委員を選定しておりません。

② 責任限定契約の内容の概要

当社と監査等委員でない社外取締役２名及び監査等委員である取締役４

名は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定め

る額としております。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる損害賠償請求

に起因する損害を当該保険契約により補填することとしており、被保険者

は保険料を負担しておりません。

当該保険契約の被保険者は当社及び当社子会社の監査等委員を含む取締

役、監査役、会計参与、執行役員であります。

④ 当事業年度に係る取締役の報酬等

イ. 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社の取締役報酬（監査等委員である取締役を除く。）は、株主総会

で決定された報酬限度額の範囲内で、当社を頂点とする企業集団内にお

ける役位、職責、職務執行割合と経営環境を総合的に勘案して決定する

旨の基本方針を2021年12月21日開催の当社取締役会において決議してお

ります。取締役報酬の決定の際、取締役会は指名・報酬委員会に意見を

聴取するものとし、取締役会決議に基づき一任を受けた社長は、当該意

見聴取の内容に従って取締役報酬の原案を作成しております。また、作

成した原案について指名・報酬委員会の同意を得た上で取締役報酬を決

定しております。個別の金銭報酬の額は、毎月一定の時期に支払われる

固定報酬のみで構成しております。
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会社役員の状況

上記報酬とは別に譲渡制限付株式を付与する場合、取締役会は指名・

報酬委員会に意見を聴取した上で、株主総会で定めた限度額の範囲内で

予算達成度合い等を基に原案を作成し、原案について指名・報酬委員会

の同意を得た上で、取締役会で割当株式数を決議することとしておりま

す。なお、譲渡制限付株式を付与する場合は、年に一度５月を目途に実

施するものとしております。

取締役会は指名・報酬委員会に意見を聴取し、取締役会決議に基づき

一任を受けた社長は、当該意見聴取の内容に従って取締役報酬の原案を

作成しており、また、作成した原案について指名・報酬委員会の同意を

得た上で取締役報酬を決定していることから、取締役会はその内容が決

定方針に沿うものであると判断しております。

ロ. 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の報酬限度額は、2022年４月21日開催の第13回定時株主総会に

おいて、取締役（監査等委員である取締役を除く。）について年額

1,000,000千円以内、取締役（監査等委員）について年額100,000千円以

内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委

員である取締役を除く。）の員数は７名、取締役（監査等委員）の員数

は４名であります。

また、上記の報酬枠とは別枠で、譲渡制限付株式の付与のために支給

する金銭報酬の総額は、2019年４月25日開催の第10回定時株主総会にお

いて、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）につ

いて年額100,000千円以内と決議しております。当該定時株主総会終結

時点の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の員

数は７名であります。

ハ. 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長橘鉄平に取締役（監査等

委員である取締役を除く。）の個人別の報酬額の具体的内容の決定権限

を委任しております。権限を委任した理由は、取締役報酬の決定の際、

取締役会は指名・報酬委員会に意見を聴取し、取締役会決議に基づき一

任を受けた社長は、当該意見聴取の内容に従って取締役報酬の原案を作

成しており、また、作成した原案について指名・報酬委員会の同意を得

た上で取締役報酬を決定していることから、取締役会はその内容が決定

方針に沿うものであると判断しているためであります。

また、取締役（監査等委員）の個人別の報酬額の具体的内容について

は、取締役（監査等委員）の協議により決定しております。
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会社役員の状況

役員区分
報酬等の
総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）

基本報酬
譲渡制限付
株式報酬

非金銭
報酬等

取締役（監査等委員を除く）

（うち社外取締役）

622,206

(9,600)

622,206

(9,600)

－

(－)

－

(－)

8

(2)

取締役（監査等委員）

（うち社外取締役）

19,200

(19,200)

19,200

(19,200)

－

(－)

－

(－)

4

(4)

ニ. 取締役の報酬等の総額等

（注）１. 上記以外の取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）２名は無報酬であり、当該２

名には当社子会社からの役員報酬として136,477千円を支給しております。

２．上記のほか、取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）１名に当社子会社からの役

員報酬として3,304千円を支給しております。

⑤ 社外役員に関する事項

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・社外取締役筒井俊光氏は、ジーピーシー株式会社及びMJTキャピタル

株式会社の代表取締役であります。ジーピーシー株式会社及びMJTキ

ャピタル株式会社と当社との間には特別な関係はありません。

・社外取締役小林睦氏は、株式会社デジタルアイデンティティ及び株式

会社ピースの取締役であります。株式会社デジタルアイデンティティ

及び株式会社ピースと当社との間には特別な関係はありません。

・社外取締役白井久明氏は、京橋法律事務所の弁護士であります。京橋

法律事務所と当社との間には特別な関係はありません。

・社外取締役岡本英明氏はModern Metrology Solutionsの代表、三井E

＆Sシステム技研株式会社のシニアアドバイザー、サイバー・フィジ

カル・エンジニアリング技術研究組合技術委員会の委員、日本３Dプ

リンティング産業技術協会の理事であります。Modern Metrology 

Solutions、三井E＆Sシステム技研株式会社、サイバー・フィジカ

ル・エンジニアリング技術研究組合技術委員会及び日本３Dプリンテ

ィング産業技術協会と当社との間には特別な関係はありません。

・社外取締役宮田彰彦氏は、株式会社AMAの代表取締役社長、さざれキ

ャピタルマネジメント株式会社のマネージングディレクター、株式会

社エヌジェイホールディングスの社外取締役であります。株式会社

AMA、さざれキャピタルマネジメント株式会社及び株式会社エヌジェ

イホールディングスと当社との間には特別な関係はありません。

・社外取締役清水夏子氏は、清水・新垣法律事務所の弁護士、株式会社

RS Technologies 及びメディアスホールディングス株式会社の社外取
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会社役員の状況

出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 筒 井 俊 光

当事業年度に開催された取締役会17回すべてに出席しまし

た。複数の企業の経営やベンチャー投資の経験及び証券アナリ

スト資格に基づく視点により意見を述べており、独立の立場か

ら取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための役割

を果たしております。

取 締 役 小 林 　 睦

当事業年度に開催された取締役会17回すべてに出席しまし

た。上場企業子会社の取締役としての企業経営の経験やデジタ

ルマーケティング分野の専門的な見地より意見を述べており、

独立の立場から取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保す

るための役割を果たしております。

取締役(監査等委員) 白 井 久 明

当事業年度に開催された取締役会17回すべて、監査等委員会

13回すべてに出席しました。企業法務に精通した弁護士とし

て、また、企業経営の経験に基づく視点により意見を述べてお

り、独立の立場から取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確

保するための役割を果たしております。また、指名・報酬委員

会の委員長として、当事業年度に開催された委員会２回のすべ

てに出席し、客観的・中立的立場で役員候補者の選定や役員報

酬等の決定過程における監督機能を主導しております。

取締役(監査等委員) 岡 本 英 明

当事業年度に開催された取締役会17回すべて、監査等委員会

13回すべてに出席しました。企業経営や技術研究の経験に基づ

く視点により意見を述べており、独立の立場から取締役会の意

思決定の妥当性、適正性を確保するための役割を果たしており

ます。また、指名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開

催された委員会２回のすべてに出席し、客観的・中立的立場で

役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を

担っております。

締役（監査等委員）であります。清水・新垣法律事務所、株式会社RS 

Technologies及びメディアスホールディングス株式会社と当社との間

には特別な関係はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
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会社役員の状況

出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び

期待される役割に関して行った職務の概要

取締役(監査等委員) 宮 田 彰 彦

当事業年度に開催された取締役会17回すべて、監査等委員会

13回すべてに出席しました。国内株式投資業務や投資先事業会

社の経営者に事業・財務戦略等の助言を行った経験に基づく視

点により意見を述べており、独立の立場から取締役会の意思決

定の妥当性、適正性を確保するための役割を果たしておりま

す。また、指名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催

された委員会２回のすべてに出席し、客観的・中立的立場で役

員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担

っております。

取締役(監査等委員) 清 水 夏 子

当事業年度に開催された取締役会17回すべて、監査等委員会

13回すべてに出席しました。企業法務に精通した弁護士とし

て、特に事業再生・M&A分野を専門とした立場から意見を述べ

るなど、独立の立場から取締役会の意思決定の妥当性、適正性

を確保するための役割を果たしております。また、指名・報酬

委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会２回のす

べてに出席し、客観的・中立的立場で役員候補者の選定や役員

報酬等の決定過程における監督機能を担っております。
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会計監査人の状況

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 57,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

57,000千円

(4) 会計監査人の状況

① 名称　　EY新日本有限責任監査法人

② 報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③ 会計監査人の報酬等の額について監査等委員会が同意した理由

監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関

する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務

遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等を確認し、検討した結果、会計監査

人の報酬等につき、会社法第399条第３項が準用する同条第１項の同意を

行っております。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不

再任に関する議案の内容を決定いたします。

監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員

は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任し

た旨と解任の理由を報告いたします。
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業務の適正を確保するための体制

(5) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①　当社及びグループ会社の取締役等及び従業員の職務の執行が法令及び定

款に適合することを確保するための体制

イ. コーポレート・ガバナンス

(ⅰ) 取締役及び取締役会

取締役会は、法令及び定款に則り、経営の重要事項を決定し、取締

役の業務執行を監督する。

当社の取締役は、原則として月１回の定例取締役会を開催し、緊急

議案発生の場合にはすみやかに臨時取締役会を開催し、迅速な経営判

断ができる体制を構築する。また、グループ会社においても、取締役

等は、原則として月１回の定例取締役会又はこれに準ずる重要会議を

開催し、緊急議案発生の場合にはすみやかに臨時取締役会又はこれに

準ずる重要会議を開催し、迅速な経営判断ができる体制を構築する。

(ⅱ) 監査等委員及び監査等委員会

監査等委員は、法令の定める権限を行使するとともに、会計監査人

及び内部監査室と連携して、「監査等委員会規則」及び「監査等委員

会監査基準」に則り、取締役の子会社管理を含む職務執行について監

査を実施する。監査等委員会は、原則として月１回開催し、必要ある

場合は随時開催する。

ロ. コンプライアンス

(ⅰ) コンプライアンス体制

当社及びグループ会社の取締役等及び従業員がコンプライアンスに

則った企業活動を実践するため、グループ共通の「法令等遵守規程」

を定め、その目的達成のため諸施策を講ずる。

(ⅱ) 公益通報制度

コンプライアンス上問題のある行為を知った場合に備え、「公益通

報者保護に関する規程」を定め、当社及びグループ会社においてコン

プライアンスの相談・通報等の受付窓口として、「コンプライアン

ス・ヘルプライン」を設置する。
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業務の適正を確保するための体制

ハ. 内部監査

当社及びグループ会社の取締役等及び従業員の職務執行の妥当性及び

コンプライアンスの状況について調査するため、代表取締役社長直轄の

組織として内部監査室を設置し、内部監査に関する基本的事項を「内部

監査規程」に定め、内部監査室及び必要に応じて代表取締役社長に任命

された監査担当者が、当社及びグループ会社において内部監査を統轄

し、実施する。内部監査室の責任者は監査終了後に内部監査報告書を作

成し、代表取締役社長及び監査等委員会に提出するものとする。

ニ. 指名・報酬委員会

指名・報酬委員会は、取締役会の諮問に応じて、取締役の選任及び解

任や取締役の個人別の報酬等の内容に関する事項について審議し、取締

役会に対して助言・提言を行う。

ホ. サステナビリティ委員会

サステナビリティ委員会は、取締役会の下で当社及びグループ会社全

体のサステナビリティに関する基本方針を策定し、重要課題を把握する

とともに各課題について当社グループ全体としてサステナビリティに関

する取り組みの推進を行う。

ヘ. 反社会的勢力対策

社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係は、法令等違反

に繋がるものと認識し、その対応として当社及びグループ会社共通の

「反社会的勢力対策規程」を定め、反社会的勢力との関係を遮断する。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ. 情報の保存及び管理

当社は、「文書管理規程」を定め、取締役及び従業員の職務の執行に

係る情報の保存及び管理を行う。

ロ. 情報の閲覧

当社の取締役は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

③　当社及びグループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ. リスク管理体制

当社及びグループ会社共通の「リスク管理規程」に基づき、当社の取

締役会にて事業上のリスクを全社及び業務単位で検討・管理する。ま

た、グループ会社においても、取締役会又はこれに準ずる重要会議にお

いてリスクを把握する体制を構築し、リスクに対しては当社グループと

して対応策の検討を機動的に行うものとする。
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業務の適正を確保するための体制

ロ. 決裁制度

各部門の長がその分掌業務の執行にあたり「職務分掌規程」及び「職

務権限規程」に基づき決裁取得を必要とする事項については、個別に申

請のうえ決裁を取得する。また必要に応じ経過報告を行い、完了後は完

了報告を行う。

ハ. 大災害発生時の体制

大地震などの突発的なリスクが発生し、全社的な対応が重要である場

合は、当社及びグループ会社共通の「危機管理規程」に基づき、代表取

締役社長を本部長とする対策本部を設置し、すみやかに措置を講ずる。

④　当社及びグループ会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われること

を確保するための体制

経営方針、経営戦略及び経営計画

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、経営方

針、経営戦略及び経営計画等の当社の全取締役及び従業員が共有する目

標を定め、取締役はその経営目標が予定どおり進捗しているか取締役会

において定期的に報告を行う。また、当社グループ横断の経営会議にお

いて、グループ役員間の情報共有及び議論を行う。

⑤　企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ. グループ会社管理体制

当社とグループ会社の相互の利益と発展を目的とし、「関係会社管理

規程」を定める。当社管理部部長は、グループ会社の経営状況と財務状

況を常に把握し、取締役会に報告する。また、経営上の重要事項はグル

ープ会社で決定する前に報告を受け、取締役会に報告するとともに必要

な助言と指導を行う。

ロ. 財務報告及び資産保全の適正性確保のための体制整備

当社グループは、連結財務諸表等の財務報告について、信頼性を確保

するためのシステム及び継続的にモニタリングするために必要な体制及

び当社グループ各社が有する資産の取得・保管・処分が適正になされる

ために必要な体制を整備する。

ハ. 内部監査

内部監査室は、監査等委員会と連携し当社グループ各社に対し内部監

査を実施し、代表取締役社長及び監査等委員会に報告する。監査等委員

及び会計監査人は、その他独自に当社グループ各社に対して監査を行う

ものとする。
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業務の適正を確保するための体制

⑥　監査等委員会がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合に

おける当該従業員に関する事項及び当該従業員の取締役からの独立性に関

する事項

監査等委員会がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合、

当該従業員の選出は監査等委員会において決定し、当該従業員の人事異

動、人事考課等については監査等委員会の同意が必要であるものとする。

監査等委員が補助人に指示した補助業務に関して、取締役の指揮命令は

及ばないものとする。

⑦　当社及びグループ会社の取締役等及び従業員が監査等委員会に報告する

ための体制その他の監査等委員への報告に関する体制

イ. 監査等委員による重要会議への出席

監査等委員は、取締役会に出席し、取締役から、業務執行の状況その

他重要事項の報告を受けるほか、その他重要な会議に出席する。

ロ. 監査等委員による取締役業務の執行確認

監査等委員は、取締役から「取締役業務執行確認書」の提出を受け、

その業務執行の適正性を確認する。

ハ．当社及びグループ会社の取締役等及び内部監査室その他の従業員によ

る監査等委員への報告

当社及びグループ会社の取締役等及び内部監査室その他の従業員は、

監査等委員に対して、法令及び定款違反事項、内部監査室が実施した監

査の結果、公益通報制度における通報の状況を適時に報告する。

また、監査等委員は必要に応じ、いつでも当社及びグループ会社の取

締役等及び内部監査室その他の従業員に報告を求めることができるもの

とし、「公益通報者保護に関する規程」により、監査等委員への報告を

行った当社及びグループ会社の取締役等及び内部監査室その他の従業員

に対して不利益な取扱いを行うことを禁止する。

⑧　監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続き

その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に

関する事項

監査等委員は、職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等につ

いて、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除

き、すみやかに当該費用又は債務を処理することができる。
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業務の適正を確保するための体制

⑨　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

イ. 内部監査室、会計監査人及び当社グループ監査役との連携

監査等委員は、内部監査室及び会計監査人より、それぞれ監査計画を

事前に受領するとともに、定例会議を開催し、監査方針及び監査結果報

告に係る意見交換を行う。

監査等委員は、当社グループ監査役と連携し、当社グループ各社にお

ける業務執行に関する意見を徴する。また、グループ経営に係る相互情

報交換を行うために会合の場を設けることができる。

ロ. 外部専門家の起用

監査等委員が必要と認める場合は、弁護士、公認会計士その他の外部

アドバイザーを任用することができる。

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

内部統制システムの整備及び運用状況について継続的に調査を実施してお

り、取締役会にその内容を報告しております。また、調査の結果判明した問

題点につきましては、是正措置を行い、より適切な内部統制システムの構

築・運用に努めております。
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連結貸借対照表

（2026年１月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

仕 掛 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

16,530,886

6,986,036

7,752,002

42,063

1,788,817

△38,032

5,797,957

2,315,864

1,654,434

34,561

599,011

27,856

360,755

116,863

242,157

1,734

3,121,337

696,216

1,138,729

1,253,775

170,578

△137,962　

（負　債　の　部）

流 動 負 債 13,633,007

短 期 借 入 金 7,600,000

未 払 金 4,174,937

未 払 費 用 312,472

未 払 法 人 税 等 183,293

そ の 他 1,362,303

固 定 負 債 272,905

退職給付に係る負債 160,144

繰 延 税 金 負 債 288

そ の 他 112,472

負 債 合 計 13,905,912

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 7,209,183

資 本 金 1,239,064

資 本 剰 余 金 2,183,442

利 益 剰 余 金 6,338,946

自 己 株 式 △2,552,270

その他の包括利益累計額 1,209,262

その他有価証券評価差額金 956

為替換算調整勘定 1,208,306

非 支 配 株 主 持 分 4,485

純 資 産 合 計 8,422,931

資 産 合 計 22,328,843 負 債 純 資 産 合 計 22,328,843

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

( 2025年２月１日から
2026年１月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 48,837,730

売 上 原 価 37,649,616

売 上 総 利 益 11,188,114

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,426,631

営 業 損 失 238,516

営 業 外 収 益

受 取 利 息 13,389

受 取 配 当 金 30,712

助 成 金 収 入 39,309

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 3,550

そ の 他 28,776 115,738

営 業 外 費 用

支 払 利 息 90,677

為 替 差 損 236,316

投 資 有 価 証 券 運 用 損 6,227

そ の 他 52,192 385,414

経 常 損 失 508,193

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 135,027 135,027

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 92,457

投 資 有 価 証 券 評 価 損 21,115

減 損 損 失 3,060,244

特 別 退 職 金 299,988 3,473,805

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 3,846,971

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 678,988

法 人 税 等 調 整 額 △1,043,356 △364,368

当 期 純 損 失 3,482,603

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 2,977

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 3,479,626

連 結 損 益 計 算 書
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貸借対照表

（2026年１月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

関 係 会 社 売 掛 金

前 払 費 用

関係会社短期貸付金

未収還付法人税等

関係会社未収入金

関 係 会 社 立 替 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金
　

3,398,225

1,664,430

61,712

27,033

1,468,300

2,229

144,380

581

29,557

8,556,330

96,367

74,044

22,322

3,133

3,133

8,456,830

610,965

2,819,666

4,752,944

171,702

262,431

△160,879
　

（負　債　の　部）

流 動 負 債 7,643,598

短 期 借 入 金 7,600,000

未 払 金 15,467

関 係 会 社 未 払 金 423

預 り 金 27,707

負 債 合 計 7,643,598

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 4,310,957

資 本 金 1,239,064

資 本 剰 余 金 3,891,080

資 本 準 備 金 1,201,564

その他資本剰余金 2,689,515

利 益 剰 余 金 1,733,083

その他利益剰余金 1,733,083

繰越利益剰余金 1,733,083

自 己 株 式 △2,552,270

純 資 産 合 計 4,310,957

資 産 合 計 11,954,555 負 債 純 資 産 合 計 11,954,555

貸　借　対　照　表
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損益計算書

( 2025年２月１日から
2026年１月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 1,802,928

営 業 費 用 1,061,730

営 業 利 益 741,198

営 業 外 収 益

受 取 利 息 210,716

為 替 差 益 36,537

関 係 会 社 受 取 賃 貸 料 26,821

そ の 他 38,880 312,955

営 業 外 費 用

支 払 利 息 60,569

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 148,797

そ の 他 50,148 259,515

経 常 利 益 794,638

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 48,952 48,952

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 21,115

関 係 会 社 株 式 売 却 損 463,300

関 係 会 社 株 式 評 価 損 79,999

減 損 損 失 150,000 714,415

税 引 前 当 期 純 利 益 129,175

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 24,026

法 人 税 等 調 整 額 △190,350 △166,323

当 期 純 利 益 295,498

損　益　計　算　書
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2026年３月24日

ポールトゥウィンホールディングス株式会社

取 締 役 会　御 中

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 林 　 一 樹

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 玉　木　祐一朗

EY新日本有限責任監査法人

東　京　事　務　所

　

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ポールトゥウィンホ

ールディングス株式会社の2025年２月１日から2026年１月31日までの連結会

計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結

株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、ポールトゥウィンホールディングス

株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の

財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計

算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我

が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表

監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監

査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の

責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の

職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容

は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明する

ものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通

読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法

人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ

と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆

候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連

結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役

の職務の執行を監視することにある。
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計

算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性

があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を

与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続

の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する

ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す

る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を

評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ

るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す

ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でな

い場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら

れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな

くなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注

記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類

が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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連結計算書類に係る会計監査報告

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財

務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類

の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、

監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、

監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見

事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業

倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると

合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい

る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを

適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2026年３月24日

ポールトゥウィンホールディングス株式会社

取 締 役 会　御 中

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 林 　 一 樹

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 玉　木　祐一朗

EY新日本有限責任監査法人

東　京　事　務　所

　

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ポールトゥウ

ィンホールディングス株式会社の2025年２月１日から2026年１月31日までの

第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」と

いう。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び

損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書

類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表

明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の

責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の

職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は

含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも

のではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読

し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が

監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ

るかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、

不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算

書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役

の職務の執行を監視することにある。
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書

類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える

と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続

の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ

た適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す

る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を

評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切である

かどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる

かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合

は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記

事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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計算書類に係る会計監査報告

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、

監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見

事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業

倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると

合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい

る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを

適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、2025年２月１日から2026年１月31日までの第17期事業年度にお

ける取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとお

り報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する

取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報

告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査

を実施いたしました。

①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、職務

の分担等に従い、会社の内部監査室と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及

び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を

求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産

の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査

役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受

けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正

に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事

項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備してい

る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書

類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附

属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告

－ 39 －



2026/03/26 16:37:26 / 25286729_ポールトゥウィンホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査等委員会の監査報告

監査等委員 白 井 久 明 ㊞

監査等委員 岡 本 英 明 ㊞

監査等委員 宮 田 彰 彦 ㊞

監査等委員 清 水 夏 子 ㊞

２. 監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大

な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行

についても、指摘すべき事項はありません。なお、当社は2026年2月1日付でグル

ープ本社機能の強化を目的とする組織再編を実施し、同年3月1日付でリスクマネ

ジメント委員会を設置いたしました。監査等委員会としては、グループ全体のリ

スク管理とガバナンスの状況について、注視してまいります。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

2026年３月24日

ポールトゥウィンホールディングス株式会社

監査等委員会

(注）監査等委員白井久明、岡本英明、宮田彰彦及び清水夏子は、会社法第２条第15号

及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。
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第１号議案 剰余金処分議案

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は株主の皆様への利益還元を重要な経営課題として認識しており、成長

性を維持するための将来における事業展開に必要な内部留保と、当社グループ

の財政状態等を総合的に勘案して、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

① 配当財産の種類

金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金８円といたしたいと存じます。この場合の配

当総額は282,881,992円となります。

なお、中間配当金として１株につき金８円をお支払いしておりますの

で、当期の年間配当金は、１株につき金16円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

2026年４月24日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役（監査等委員除く）選任議案

候補者
番 号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

１

再任

たちばな

橘
 

　
 

　
 

　
たみ

民
 

　
 

　
よし

義
(1951年２月４日生)

性別：男性

1997年10月 ポールトゥウィン株式会社

取締役

1998年３月 同社 代表取締役会長

2009年２月 当社 代表取締役会長（現任）

2010年４月 ポールトゥウィン株式会社

取締役会長

2013年４月 同社 代表取締役会長

2016年１月 PTW International Holdings

Limited（現 Side 
International Holdings 
Limited） Director

2,000,000株

（取締役候補者とした理由）

橘民義氏は、当社グループ創業以来の事業の推進者であります。デバッグアウトソ
ーシングサービスの将来性に着目し、強いリーダーシップで経営の指揮を執り、事業
の拡大に寄与してまいりました。

今後においても、長年にわたり培ってきた経営判断力とグループ運営に関する深い
知見を活かし、当社グループ全般に係る意思決定及び経営の監督を通じて、当社グル
ープの持続的な発展に寄与することが期待されることから、引き続き取締役として選
任をお願いするものであります。

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件

本定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除

く。以下、本議案において同じ。）10名全員は任期満了となります。つきまし

ては、社外取締役候補者２名を含む取締役10名の選任をお願いいたしたいと存

じます。

なお、取締役候補者の選任にあたっては、指名・報酬委員会の答申を経てお

ります。また、本議案につきましては、監査等委員会において検討がなされま

したが、特段指摘すべき点はございませんでした。

取締役候補者は、次のとおりであります。
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第２号議案 取締役（監査等委員除く）選任議案

候補者
番 号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

２

再任

たちばな

橘
 

　
 

　
 

　
てっ

鉄
 

　
 

　
ぺい

平

(1974年９月22日生)

性別：男性

2004年３月 ポールトゥウィン株式会社 入社

2007年８月 同社 執行役員

2008年８月 同社 取締役

2010年４月 当社 取締役

2016年１月 PTW International Holdings

Limited（現 Side 
International Holdings 
Limited） CEO

2018年２月 当社 代表取締役社長（現任）

2019年１月 PTW International Holdings

Limited（現 Side 
International Holdings 
Limited） Chairman（現任）

2021年10月 ポールトゥウィン株式会社
取締役

2022年２月 同社 代表取締役CEO

2025年９月 株式会社SynX取締役（現任）

1,214,400株

（取締役候補者とした理由）
橘鉄平氏は、海外子会社グループの事業運営体制の構築に貢献し、現在はSide 

International Holdings LimitedのChairmanを務めています。2018年２月には当社代
表取締役社長、2022年２月にポールトゥウィン株式会社の代表取締役CEOに就任する
など、国内外の成長に寄与してまいりました。

同氏は2026年１月にポールトゥウィン株式会社の取締役を退任し、今後は当社グル
ープ全体の経営により注力する体制といたします。グループ横断の経営を推進する役
割が期待されることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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第２号議案 取締役（監査等委員除く）選任議案

候補者
番 号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

３

再任

つ

津
 

　
 

　
だ

田
 

　
 

　
てつ

哲
 

　
 

　
じ

治

(1973年６月22日生)
性別：男性

1996年４月 株式会社金馬車（現 株式会社

アンダーツリー東京） 入社

1999年３月 エヌアイシ・オートテック

株式会社 入社

2001年10月 ポールトゥウィン株式会社 入社

2002年10月 同社 統括マネージャー

2003年10月 同社 執行役員

2005年12月 同社 代表取締役社長

2010年４月 当社 取締役（現任）

2016年１月 PTW International Holdings

Limited （現 Side 
International Holdings 
Limited） Director

2020年２月 ポールトゥウィン株式会社

取締役会長

2022年２月 同社 取締役

693,600株

（取締役候補者とした理由）
津田哲治氏は、国内ソリューションの主要事業会社であるポールトゥウィン株式会

社の取締役社長、会長を歴任し、日本初のデバッグアウトソーシング提供会社のサー
ビス確立とともに、事業運営の改善と収益基盤の整備を通じ、同社の経営基盤強化に
大きな貢献を果たした実績があります。

今後においても、当社グループの利益率改善に向けた経費の適正化や収益性向上へ
の取り組みについて重要な役割を果たすことが期待されることから、引き続き取締役
として選任をお願いするものであります。
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第２号議案 取締役（監査等委員除く）選任議案

候補者
番 号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

４

再任

やま

山
 

　
 

　
うち

内
 

　
 

　
じょう

城
 

 
 

　
じ

治

(1973年５月26日生)
性別：男性

1996年４月 札幌信用金庫

（現 北海道信用金庫） 入庫

1999年７月 株式会社教育総研（現 株式会社

ワオ・コーポレーション） 入社

2001年３月 株式会社ハドソン 入社

2004年１月 アットネットホーム株式会社

（現 株式会社ジュピター

テレコム） 入社

2005年２月 株式会社ホンダコムテック 入社

2005年８月 ピットクルー株式会社 入社

2008年12月 同社 取締役

2009年12月 当社 管理部部長

2010年４月 当社 取締役（現任）

2016年９月 ピットクルー株式会社

代表取締役社長

2020年２月 同社 代表取締役会長

2021年10月 ポールトゥウィン株式会社
取締役

2022年２月 同社 取締役CFO

2026年２月 当社 管理部部長（現任）

2026年２月 ポールトゥウィン株式会社取締
役CFO（現任）

26,220株

（取締役候補者とした理由）
山内城治氏は、当社の管理担当役員として財務・IR業務に携わり、経営管理体制の

維持・強化に大きな貢献を果たし、また、国内ソリューションの主要事業会社である
ピットクルー株式会社の代表取締役社長、会長を歴任し、同社の経営基盤強化にも尽
力いたしました。

今後においても、当社管理部門を管掌し、グループガバナンスの一層の整備・強化
を通じてグループ全体の経営の透明性を高めることで、企業価値向上に寄与すること
が期待されることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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第２号議案 取締役（監査等委員除く）選任議案

候補者

番 号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名

（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

５

再任

し

志
 

　
 

　
むら

村
 

　
 

　
かず

和
 

　
 

　
あき

昭

(1975年２月８日生)
性別：男性

1995年４月 株式会社スタジオキュー 入社

1996年２月 有限会社安東デザイン事務所 入
社

2001年４月 株式会社プランオメガ 入社

2003年１月 ポールトゥウィン株式会社 入社

2009年４月 同社 執行役員

2018年２月 ピットクルー株式会社 取締役副
社長

2020年２月 同社 代表取締役社長

2021年10月 ポールトゥウィン株式会社 取締
役

2022年２月 同社 取締役 COO

2024年４月 同社 代表取締役 COO

2025年４月 当社 取締役（現任）

2026年２月 ポールトゥウィン株式会社 代表
取締役 CEO（現任）

26,600株

（取締役候補者とした理由）
志村和昭氏は、ポールトゥウィン株式会社の執行役員とピットクルー株式会社の代

表取締役社長を歴任し、2022年２月に両社が合併した後は、合併後のポールトゥウィ
ン株式会社の取締役を経て、2024年４月には同社の代表取締役COOに就任、さらに
2026年２月より代表取締役CEOを務めております。

同氏は国内ソリューションの中核会社２社において経営に携わり、同ソリューショ
ン内の会社統合及びその後の成長に大きく寄与しており、今後においても国内ソリュ
ーションの牽引役が期待されることから、引き続き同氏の取締役への選任をお願いす
るものであります。
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第２号議案 取締役（監査等委員除く）選任議案

候補者
番 号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

６

再任

まつ

松
 

　
 

　
もと

本
 

　
 

　
こう

公
 

　
 

　
ぞう

三

(1965年８月４日生)
性別：男性

1994年１月 有限会社ポールトゥウィン

（現 ポールトゥウィン

株式会社） 取締役

1997年10月 ポールトゥウィン株式会社

代表取締役

2000年１月 有限会社ピットクルー 取締役

2001年１月 ピットクルー株式会社

代表取締役

2008年９月 同社 取締役会長

2009年９月 ポールトゥウィン株式会社

取締役

2010年２月 ピットクルー株式会社

取締役副社長

2013年１月 ピットクルー・コアオプス

株式会社 代表取締役社長

2013年４月 当社 取締役（現任）

2016年９月 ピットクルー株式会社 取締役

2018年９月 POLE TO WIN VIET NAM

JOINT STOCK COMPANY

代表取締役社長（現任）

2,280,680株

（取締役候補者とした理由）
松本公三氏は、当社グループ創業以来の事業の推進者であります。当社グループの

主要サービスであるデバッグ・検証やネットサポートサービスの立ち上げに携わり、
当社グループの事業基盤の確立、拡大に寄与してまいりました。

今後においても、長年にわたり培ってきた事業構築の知見を活かし、当社グループ
間におけるシナジー強化や新規ビジネス開発の戦略的推進に寄与することが期待され
ることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

－ 47 －



2026/03/26 16:37:26 / 25286729_ポールトゥウィンホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

第２号議案 取締役（監査等委員除く）選任議案

候補者
番 号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

７

再任

もと

本
 

　
 

　
しげ

重
 

　
 

　
みつ

光
 

　
 

　
たか

孝

(1951年１月10日生)
性別：男性

1984年９月 株式会社ハドソン 入社

1992年３月 同社 取締役

1998年６月 株式会社招布へ出向

代表取締役専務

1999年４月 株式会社ハドソン 執行役員

2004年12月 ポールトゥウィン株式会社

取締役

2004年12月 ピットクルー株式会社

代表取締役

2005年12月 同社 取締役

2008年８月 ポールトゥウィン株式会社

代表取締役副会長

2009年２月 当社 取締役（現任）

1,966,800株

（取締役候補者とした理由）
本重光孝氏は、当社グループ創業以来の事業の推進者であります。ゲーム業界で経

営に携わった経験から、アウトソーシングサービスの将来性を見越して、デバッグ・
検証、ネットサポートを当社グループの主要サービスとして確立させることに寄与し
てまいりました。
今後においても、同氏が長年の事業経験の中で培った見識や人脈を活かし、当社グ

ループの事業展開や新たな成長領域の開拓に引き続き貢献することが期待されること
から、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

８

再任

デボラ・カーカム

(1971年３月２日生)
性別：女性

2008年２月 LucasArts Entertainment

Company, Inc. 入社

2009年５月 Bandai Namco Games America,

Inc. 入社

2010年７月 e4e, Inc. Interactive

Entertainment President

2012年10月 PTW America, Inc. COO

2016年１月 PTW International Holdings

Limited（現 Side 
International Holdings 
Limited） COO

2019年１月 同社 CEO（現任）

2019年４月 当社 取締役（現任）

－株

（取締役候補者とした理由）
デボラ・カーカム氏は、海外ゲーム業界での経営経験が豊富であり、当社の海外子

会社グループの事業運営体制の構築に大きな貢献を果たしています。2019年１月より
現在のSide International Holdings Limited（旧PTW International Holdings 
LimitedのCEOを務めており、世界の多数の国々で同社の着実な成長と収益性の向上を
牽引しています。

今後においても、世界各国での事業運営を通じて培ってきたマネジメント経験を活
かし、海外子会社グループ全体の収益基盤の強化と持続的な成長に向けた体制整備に
寄与することが期待されることから、引き続き取締役として選任をお願いするもので
あります。
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第２号議案 取締役（監査等委員除く）選任議案

候補者
番 号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

９

再任 社外 独立

つつ

筒
 

　
 

　
い

井
 

　
 

　
とし

俊
 

　
 

　
みつ

光

(1974年12月25日生)
性別：男性

1997年４月 東洋信託銀行株式会社（現 三菱
UFJ信託銀行株式会社）入行

2001年４月 日本ベンチャーキャピタル株式
会社 入社

2008年11月 株式会社ネプロジャパン（現 株
式会社エヌジェイホールディン
グス） 入社

2010年６月 同社 取締役常務執行役員経営管
理本部長

2012年12月 同社 代表取締役社長

2023年１月 ジーピーシー株式会社 代表取締
役（現任）

2023年４月 当社社外取締役（現任）

2024年４月 株式会社HIKE 取締役

2024年７月 MJTキャピタル株式会社 代表取
締役（現任）

2026年３月 monoAI technology株式会社 社
外取締役（現任）

－株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
筒井俊光氏は、上場企業の代表をはじめ、複数の企業における経営経験を有すると

ともに、証券アナリスト資格やベンチャー投資の経験も備えております。
同氏の豊富な経験に基づく見識とバックグラウンドは、当社取締役会に更なる多様

性をもたらし、取締役会の監督機能の強化及び健全なリスクテイクを通じた企業価値
向上に寄与するものと判断し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであ
ります。

10

再任 社外 独立

こ

小
 

　
 

　
ばやし

林
 

　
 

　
 

　
むつみ

睦

(1979年８月７日生)
性別：女性

2006年11月 有限会社ビズスタイル（現 株式
会社デジタルアイデンティテ
ィ） 入社

2017年10月 同社 執行役員

2018年10月 同社 取締役（現任）

2022年３月 株式会社ピース 取締役（現任）

2024年４月 当社社外取締役（現任）

－株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
小林睦氏は、デジタルマーケティング企業のSEO事業統括等を経て、上場企業子会

社の取締役として企業経営に携わっており、M&Aやグループ内組織再編についても豊
富な経験を有しております。
同氏の豊富な知識と経験に基づく客観的な提言は、当社グループの事業戦略・M&A

戦略において有効であり、企業価値向上への寄与が期待されることから、引き続き社
外取締役として選任をお願いするものであります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．筒井俊光氏及び小林睦氏は、社外取締役候補者であります。
３．小林睦氏の戸籍上の氏名は、高橋睦であります。
４．当社は社外取締役の独立性を確保するため、東京証券取引所が定める

基準に加え、当社独自に社外取締役の独立性基準を定めております。
筒井俊光氏及び小林睦氏の両氏は、これらの基準を満たしておりま
す。
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第２号議案 取締役（監査等委員除く）選任議案

５．筒井俊光氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役とし
ての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって３年となります。

６．小林睦氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役として
の在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって２年となります。

７．当社は、筒井俊光氏及び小林睦氏との間で、会社法第427条第１項の
規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を法令の定める最
低責任限度額を上限とする契約を締結しております。なお、両氏の再
任が承認された場合、当該責任限定契約を継続する予定であります。

８．当社は、筒井俊光氏及び小林睦氏を東京証券取引所の定めに基づく独
立役員として指定し、同取引所に届け出ており、両氏の再任が承認さ
れた場合、引き続き独立役員として届け出る予定であります。

９．当社は、取締役全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規
定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者
が負担することになる損害賠償請求に起因する損害を当該保険契約に
より補填することとしております。各候補者の選任が承認され取締役
に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該
保険契約を更新する予定であります。
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第３号議案 監査等委員である取締役選任議案

候補者
番 号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

１

再任 社外 独立

しら

白　　
い

井　　
ひさ

久　　
あき

明

(1948年７月10日生)
性別：男性

1975年４月 弁護士 登録

1996年７月 白井法律事務所 開設

2007年７月 京橋法律事務所 開設（現任）

2007年７月 IMC JAPAN株式会社 代表取締役

2007年７月 萬邦株式会社 代表取締役

2014年４月 当社 社外監査役

2016年４月 当社 社外取締役（監査等委員）
（現任）

－株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
白井久明氏は、企業経営の経験を有するとともに、弁護士として企業法務に精通

し、豊富な経験と高い見識を備えております。

こうした知識や経験を活かし、当社取締役会における意思決定や監督に関して客観
的な立場から意見を述べることで、当社取締役会の実効性強化に貢献頂けるものと判
断し、引き続き監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものでありま
す。

第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件

本定時株主総会終結の時をもって、監査等委員である取締役４名全員は任期

満了となります。つきましては、監査等委員である取締役４名の選任をお願い

いたしたいと存じます。

なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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第３号議案 監査等委員である取締役選任議案

候補者
番 号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

２

再任 社外 独立

おか

岡　　
もと

本　　
ひで

英　　
あき

明

(1954年５月２日生)
性別：男性

1979年４月 日本光学工業株式会社

（現 株式会社ニコン） 入社

2000年４月 同社 インストルメンツカンパニ
ー開発統括部第五設計部
ゼネラルマネージャー

2005年６月 同社 インストルメンツカンパニ
ーバイオサイエンス統括部設計
部 ゼネラルマネージャー

2007年４月 同社 インストルメンツカンパニ
ーバイオサイエンス統括部営業
部 ゼネラルマネージャー

2008年６月 同社 インストルメンツカンパニ
ー営業統括部営業部
ゼネラルマネージャー

2013年４月 Nikon Metrology, Inc.
プレジデント

2020年１月 Modern Metrology Solutions
開業（現任）

2020年３月 三井E＆Sシステム技研株式会社 
シニアアドバイザー（現任）

2020年７月 一般財団法人製造科学技術セン
ター 客員研究員

2021年９月 サイバー・フィジカル・エンジ
ニアリング技術研究組合
技術委員会 委員（現任）

2022年４月 当社 社外取締役（監査等委員）
（現任）

2025年５月 日本３Dプリンティング産業技術
協会 理事（現任）

1,300株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
岡本英明氏は、企業経営の経験を有するとともに、技術研究の経験も豊富であり、

技術者としての視点を当社グループの経営に取り入れることができます。

同氏の参画により取締役会メンバーのバックグラウンドの多様性が増し、多面的な
視点による議論が促進されることが期待されることから、引き続き監査等委員である
社外取締役として選任をお願いするものであります。
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第３号議案 監査等委員である取締役選任議案

候補者
番 号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

３

再任 社外 独立

みや

宮
 

　
 

　
た

田
 

　
 

　
あき

彰
 

　
 

　
ひこ

彦

(1964年９月21日生)
性別：男性

1988年４月 東京海上火災保険株式会社

（現 東京海上日動火災保険株式
会社） 入社

2006年６月 ダルトン・インベストメンツ株
式会社 執行役員

2008年７月 同社 取締役

2009年７月 株式会社AMA 代表取締役社長
（現任）

2012年５月 株式会社刈田・アンド・カンパ
ニー パートナー

2015年５月 さざれキャピタルマネジメント
株式会社 マネージングディレク
ター（現任）

2017年６月 株式会社エヌジェイホールディ
ングス 社外監査役

2018年６月 同社 社外取締役（現任）

2024年４月 当社 社外取締役（監査等委員）
（現任）

－株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
宮田彰彦氏は、30年以上にわたり国内株式投資業務に従事しており、投資先事業会

社の経営者と対話を重ね、事業・財務戦略等のアドバイスを提供することで投資先の
企業価値向上を図る「エンゲージメント投資」を実践してきた経験があります。当社
取締役会に同氏の視点を取り入れることで、中長期的な企業価値向上に資する議論が
なされることを期待して、引き続き監査等委員である社外取締役として選任をお願い
するものであります。

４

再任 社外 独立

し

清
 

　
 

　
みず

水
 

　
 

　
なつ

夏
 

　
 

　
こ

子

(1973年12月28日生)
性別：女性

2005年10月 弁護士 登録

2012年２月 清水直法律事務所より独立し清
水・新垣法律事務所 開設（現
任）

2020年６月 株式会社はるやまホールディン
グス 社外取締役

2022年３月 株式会社RS　Technologies 社外

取締役（監査等委員）

2022年12月 ネットスマイル株式会社  社外
取締役

2024年４月 当社 社外取締役（監査等委員）
（現任）

2025年９月 メディアスホールディングス株
式会社 社外取締役（監査等委
員）（現任）

－株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
清水夏子氏は、弁護士として企業法務に精通しており、特に事業再生・M&A分野を

専門としております。

同氏は社外役員以外で会社経営に関与した経験はありませんが、弁護士として培っ
てきた豊富な経験と知識を活かし、当社取締役会における意思決定や監督について客
観的な立場から意見を述べることで、取締役会の実効性強化に貢献頂けるものと判断
し、引き続き監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。
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第３号議案 監査等委員である取締役選任議案

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．白井久明氏、岡本英明氏、宮田彰彦氏及び清水夏子氏は、社外取締役

候補者であります。
３．当社は社外取締役の独立性を確保するため、東京証券取引所が定める

基準に加え、当社独自に社外取締役の独立性基準を定めております。
白井久明氏、岡本英明氏、宮田彰彦氏及び清水夏子氏の各氏は、これ
らの基準を満たしております。

４．白井久明氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役とし
ての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって10年となります。

５．岡本英明氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役とし
ての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって４年となります。

６．宮田彰彦氏及び清水夏子氏は、現在当社の社外取締役でありますが、
社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもってそ
れぞれ２年となります。

７．当社は、白井久明氏、岡本英明氏、宮田彰彦氏及び清水夏子氏との間
で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害
賠償責任を法令の定める最低責任限度額を上限とする契約を締結して
おります。なお、各氏の再任が承認された場合、当該責任限定契約を
継続する予定であります。

８．当社は、白井久明氏、岡本英明氏、宮田彰彦氏及び清水夏子氏を東京
証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出
ており、各氏の再任が承認された場合、引き続き独立役員として届け
出る予定であります。

９．当社は、取締役全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規
定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者
が負担することになる損害賠償請求に起因する損害を当該保険契約に
より補填することとしております。各候補者の選任が承認され監査等
委員である取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者とな
り、任期途中に当該保険契約を更新する予定であります。

以　上
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第３号議案 監査等委員である取締役選任議案

氏名

属性 経験・専門性

独立
社外

企業
経営

業界
知見

営業
サービス・

テクノロジー
財務・会計 ガバナンス

グローバル
経営

取　締　役

橘　　民義 ● ● ●

橘　　鉄平 ● ● ●

津田　哲治 ● ●

山内　城治 ● ● ●

志村　和昭 ● ●

松本　公三 ● ● ●

本重　光孝 ● ●

デボラ・
カーカム

● ● ●

筒井　俊光 ○ ● ● ●

小林　　睦 ○ ● ● ●

監査等委員
である取締役

白井　久明 ○ ●

岡本　英明 ○ ● ●

宮田　彰彦 ○ ● ●

清水　夏子 ○ ●

（ご参考）本総会終了後の取締役の経験と専門性（スキルマトリックス）
第２号議案及び第３号議案が原案どおり承認可決された場合の取締役の主要な

経験・専門性は、次のとおりであります。

（注)１．各取締役に特に期待する経験と専門性を３つまで記載しております。一覧表は各

自が有する全ての知見や経験を表すものではありません。

２．スキル項目の概要については、下表をご参照ください。
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第３号議案 監査等委員である取締役選任議案

スキル項目 スキル項目の概要

企業経営
・一定規模の企業において、代表者又は業務執行取締役として企業経営に

携わった経験があること。

業界知見
・当社グループの事業に関わる業界の経験を有する、又は知見を有するこ

と。

営業

・営業の経験を有し、人脈等を活かして顧客とのパイプを作ることが期待

されること。

・マーケティングに携わった経験を有し、当社グループの事業戦略や方向

性を見通すことが期待されること。

サービス・

テクノロジー

・顧客の顕在化していないニーズに気づき、それを基にした新サービスや

事業の創出が期待されること。

・技術・研究開発のキャリアを持ち、当社グループの新サービスや事業に

ついて、知識と経験に基づいた意見を述べることが期待されること。

財務・会計

・財務・会計に関する専門知識を有し、財務報告の適切性・正確性を確保

する能力を有すること。

・適切なM&A等の成長投資と株主還元を実現するための財務戦略を作成す

る知識と経験を有すること。

ガバナンス

・法務やガバナンス、コンプライアンス等に関する知識を有し、当社グル

ープの事業活動に潜むリスクの発見が期待されること。

・持続的な企業価値向上の基礎であるガバナンス体制の確立に寄与する知

識と経験を有していること。

グローバル経営
・海外で事業展開やマネジメントを行った経験を有し、グローバルな視点

で意思決定に係る意見を述べることが期待されること。
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第３号議案 監査等委員である取締役選任議案

（ご参考）社外取締役の独立性判断基準

当社は、社外取締役候補者について、当社において合理的に可能な範囲で調査

した結果、次の各項目のいずれにも該当しないと判断される場合に、独立性を有

していると判断する。

１. 当社グループ（注１）の業務執行者（注２）及び過去10年間において当

社グループの業務執行者であった者

２. 当社の大株主（注３）

３. 次のいずれかに該当する会社等の業務執行者

①　当社グループの主要な取引先（注４）

②　当社グループの主要な借入先（注５）

③　当社グループが議決権ベースで10％以上の株式を保有する会社等

４. 当社グループの会計監査人である監査法人に所属する公認会計士

５. 当社グループから多額（注６）の金銭その他の財産を得ている専門家

（コンサルタント、会計士、税理士、弁護士、司法書士、弁理士　等）

６. 当社グループから年間10百万円を超える寄付を受けている者（注７）

７. 社外役員の相互就任関係（注８）となる他の会社の業務執行者

８. 近親者（注９）が上記１～７までのいずれかに該当する者（４及び５を

除き、重要な者（注１０）に限る）

９. 過去５年間において、上記２～８までのいずれかに該当していた者

１０. 前各号の定めに関わらず、その他、当社と利益相反関係が生じ得る特段

の事由が存在すると認められる者

１１. 当社社外取締役としての在任年数が12年以上となる者

（注１） 当社グループとは、当社及び当社の連結子会社をいう。

（注２） 業務執行者とは、業務執行取締役、執行役、執行役員その他これ

らに準じる者及び使用人をいう。

（注３） 大株主とは、当社事業年度末において、自己又は他人の名義をも

って議決権ベースで10％以上を保有する株主をいう。大株主が法

人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する業務執行者

をいう。

（注４） 主要な取引先とは、当社グループの取引先であって、直近事業年

度における年間取引金額が当社の連結売上高又は相手方の連結売

上高の２％を超える者をいう。

（注５） 主要な借入先とは、当社グループが借入を行っている金融機関で

あって、その借入金残高が当社事業年度末において当社の連結総

資産又は当該金融機関の連結総資産の２％を超える金融機関をい

う。
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（注６） 多額とは、当該専門家の役務提供への関与に応じて以下に定める

とおりとする。

① 当該専門家が個人として当社グループに役務提供をして

いる場合は、当社グループから収受している対価（役員

報酬除く）が、年間10百万円を超えるとき。

② 当該専門家が所属する法人、組合等の団体が当社グルー

プに役務提供をしている場合は、当該団体が当社グルー

プから収受している対価の合計金額が、当該団体の年間

総収入金額の２％を超えるとき。

ただし、当該２％を超過しない場合であっても、当該専門

家が直接関わっている役務提供の対価として当該団体が収

受している金額が年間10百万円を超えるときは多額とみな

す。

（注７） 当該寄付を受けている者が法人、組合等の団体である場合は、当

該団体に所属する者のうち、当該寄付に係わる研究、教育その他

の活動に直接関与する者をいう。

（注８） 社外役員の相互就任関係とは、当社グループの業務執行者が他の

会社の社外取締役又は社外監査役であり、かつ、当該他の会社の

業務執行者が当社の社外取締役である関係をいう。

（注９） 近親者とは、配偶者及び二親等内の親族をいう。

（注１０） 重要な者とは、取締役、執行役、執行役員及び部長格以上の業務

執行者又はそれらに準じる権限を有する業務執行者をいう。
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地図

株主総会会場ご案内図

会場：東京都新宿区西新宿二丁目４番１号
新宿NSビル 30階 NSスカイカンファレンス ホールＡ・Ｂ

（30階へは正面出入口側の直通エレベータをご利用ください）
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交通のご案内
◆ JR線・京王線・小田急線・東京メトロ丸ノ内線「新宿駅」（南口・西口）か

ら徒歩約７分
◆ 都営新宿線・京王新線「新宿駅」（新都心口）から徒歩約６分
◆ 都営大江戸線「都庁前駅」（A3出口）から徒歩約３分
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【経営近況報告会のご案内】
　第17回定時株主総会終了後、総会ご出席の株主の皆様を対象とする経営近況報
告会を開催させていただきますので、ご出席くださいますようご案内申し上げま
す。

記
１．日　　　時　2026年４月23日（木曜日）定時株主総会終了後

※お時間は30分程度を予定しております。
２．会　　　場　新宿NSビル 30階 NSスカイカンファレンス ホールＡ・Ｂ

※定時株主総会会場と同じ会場で行います。
以　上


